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  RIETI ディスカッション・ペーパーは、専門論文の形式でまとめられた研究成果を公開し、活発な議論を
喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表するものであり、
（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 
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１  はじめに 
 
有期労働契約法制の立法改革が目前に迫っている。厚生労働省労働基準局長の委嘱を受
けた「有期労働契約研究会」は，2010（平成 22）年 9 月 10 日に有期労働契約法制の立法
的課題を検討した報告書（以下， 「有期研報告」と表記する。 ）を提出し，これを受けて，
同年 10 月 26 日に開催の労働政策審議会労働条件分科会において，有期労働契約の立法改
正をめぐる議論が開始された。 この際に配布された 「検討のスケジュール （案） 」 によれば，



























                                                  
1  例えば、和田肇「ドイツ労働法の変容－標準的労働関係概念を中心に」日本労働法学会誌 93 号（1999
年）57 頁の主張する「標準的労働関係概念」には、この発想が色濃い。この発想は、労働側に法曹実務家
に受容されており、 「有期研報告」 が日本にはこの原則がないとしたことについて、 強い反発を示している。





































                                                  

















   
２  有期労働契約に関する基礎的考察 
 






















                                                  
4  有期労働契約法制について学説では立法も含めて活発な議論が展開されている。本稿では、逐一のサー
ベイを行わない。これまでの議論状況については、中内哲「有期労働契約に対する法規制の今後」季刊労
働法 231 号 （2010 年） 2 頁および有田謙司 「有期労働契約の方規制のあり方」 季刊労働者の権利 288 号 （2010
年）33 頁の詳しい分析に譲りたい。 
5  契約期間の基礎的な考察としては、島田「労働契約期間の上限規制の緩和」季刊労働法 183 号（1997 年）
48 頁，菊池高志「労働契約の期間」日本労働法学会編集『講座 21 世紀の労働法第四巻』 （有斐閣，2000
年）55 頁，渡辺章「中期雇用という雇用概念について」中島士元也先生還暦記念論集『労働関係法の現代
的展開』 （信山社，2004 年）71 頁参照。  5
保することにその本質があるといえる。 
 


















条）や特定の期間または特定の解雇事由の解雇の禁止（労基法 19 条，104 条 2 項，労組法








                                                  








である（最２小判昭 50・4・25 民集 29 巻 4 号 456 頁） 。しかし，この最高裁判決自体，すでに下級審裁判
例において早い時期から一般に採用されていた解雇権濫用法理を整理したものであることに注意を要する。
この解雇権濫用法理は，2003 年に労基法 18 条の２として立法化され，2007 年に労働契約法が制定される
と，その 16 条に移された。  6































                                                  
9  現在では，原則 3 年とされ，また，特定の事由（高度の専門技術者および 60 歳以上の高年齢者）につい
ては 5 年とされている（現労基法 14 条 1 項） 。ただし，雇用期間の上限が 3 年である有期労働契約は，1
年を経過後には，労働者の退職の自由を認めているので（労基法 137 条） ，労働者の拘束期間の上限は，改
正前と同様に 1 年にとどまっている。 
10東芝柳町工場事件・最１小判昭 49・7・22 民集 28 巻 5 号 927 頁。 










































                                                  
13  アメリカについては，ピーター・キャペリ『雇用の未来』 （若山由美訳，日本経済新聞社，2001 年）に
詳しい。 
14  以下の点については，島田「日本における労働市場・企業組織の変容と労働法の課題」季刊労働法 206




































厚生労働省の「平成 21 年有期労働契約に関する実態調査」 （以下では， 「21 年実態調査」
と表記する。 ）は，有期労働契約者を「正社員同様職務型」 、 「高度技能活用型」 、 「別職務・
                                                  
15  注 10 および注 11 の最高裁判例は，このような臨時工に関する事案であった。 
16  島田陽一「企業組織の変容と労働法学の課題」鶴光太郎・樋口美雄・水町勇一郎編著『労働市場制度改



































                                                  




ている。島田「正社員と非正社員の格差解消に何が必要か」世界 2008 年 10 月号 168 頁参照。和田肇のい
う 「21 世紀型雇用モデル」 も同様の発想と思われる （ 「雇用形態の多様化と労働法政策」 法律時報 80 巻 （2010
年）12 号 4 頁） 。しかし，問題は，そこに至るプロセスにおいて，法政策が果たす役割をどのように構想
するかにある。  10

































20  諸外国の状況については，労働政策研究報告書 No.L-1『ドイツ，フランスの有期労働契約法制調査研究
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